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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

　　連結経営指標等
 

回次
第31期

前第２四半期
連結累計期間

第32期
当第２四半期
連結累計期間

第31期

会計期間
自　2017年４月１日
至　2017年９月30日

自　2018年４月１日
至　2018年９月30日

自　2017年４月１日
至　2018年３月31日

営業収益 (百万円) 727,109 736,989 1,500,445

経常利益 (百万円) 102,699 105,835 177,780

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 67,844 56,483 110,493

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 70,178 58,455 114,171

純資産額 (百万円) 1,088,942 1,149,350 1,116,304

総資産額 (百万円) 3,010,528 3,124,109 3,071,829

１株当たり四半期(当期)
純利益

(円) 350.43 292.70 570.72

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) － － －

自己資本比率 (％) 33.1 33.7 33.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 99,649 93,563 275,101

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △62,710 △81,052 △166,352

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △23,723 21,257 △71,422

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 77,337 135,216 101,448

 

回次
第31期

前第２四半期
連結会計期間

第32期
当第２四半期
連結会計期間

会計期間
自　2017年７月１日
至　2017年９月30日

自　2018年７月１日
至　2018年９月30日

１株当たり四半期
純利益

(円) 170.99 93.20

（注）1.　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

2.　営業収益には、消費税等は含んでおりません。

3.　１株当たり四半期(当期)純利益については、表示単位未満の端数を四捨五入して表示しております。

4.　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。

5.　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」(企業会計基準第28号　平成30年２月16日)等を第１四半期連

結会計期間の期首から適用しており、前第２四半期連結累計期間及び前連結会計年度に係る主要な経営指標等

については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。
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２ 【事業の内容】
当第２四半期連結累計期間において、事業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】
　当第２四半期連結累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリス

ク」からの重要な変更は以下のとおりです。

　なお、文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び

連結子会社）が判断したものであります。

　また、以下の見出しに付された項目番号は、前事業年度の有価証券報告書における「第一部　企

業情報　第２　事業の状況　２　事業等のリスク」の項目番号に対応したものです。
 

　(4) 整備新幹線計画について

　　③ 北陸新幹線に対する当社の考え方

　2011年12月の政府・与党確認事項に基づき、国土交通省から当社に対して、白山総合車両基

地・敦賀間の建設着工の同意、並びに軌間可変電車を導入し新幹線と在来線との間で直通運転を

行う計画についての意向確認がありました。

　当社としては、新幹線整備により大幅な時間短縮効果が見込まれることから、早期の大阪まで

の全線開業が望ましいと考えております。しかし、関西・中京圏と北陸圏との結節点である敦賀

までの整備であっても、一定の時間短縮効果が期待されることに加え、軌間可変電車で運行すれ

ば敦賀での乗換が回避されることから、2012年４月、白山総合車両基地・敦賀間の建設着工に同

意するとともに、軌間可変電車を導入する計画についても異存ない旨、国土交通省へ回答してお

ります。なお、軌間可変電車の導入にあたっては、安全性、耐久性及び保守性の確認と雪対策等

の課題への対応を十分見極める必要があると考えておりました。

　その後、2018年８月に与党整備新幹線建設推進プロジェクトチームにおいて、九州新幹線（西

九州ルート）検討委員会より九州新幹線（西九州ルート）への軌間可変電車の導入断念が報告さ

れました。これを踏まえて、国土交通省より北陸新幹線への軌間可変電車の導入は難しいとの考

えが報告されました。報告にあたり、北陸新幹線の営業主体である当社に対して、国土交通省よ

り、北陸新幹線への軌間可変電車の導入に関する意向確認があり、当社としては、2022年度末に

迫る金沢～敦賀間の開業には間に合わないこと、また新大阪開業までの暫定的かつ短期間の軌間

可変電車への投資判断は選択し得ないことから、北陸新幹線に軌間可変電車を導入することはで

きない旨を回答いたしました。

　一方、2017年10月には国土交通省から鉄道・運輸機構に対して北陸新幹線金沢・敦賀間の工事

実施計画（その２）が認可されました。これを受けて、敦賀駅では幹在の乗換利便性を高めるべ

く、上下乗換設備の工事が開始されております。営業主体である当社としては、同設備を活用

し、可能な限り円滑に乗り換えていただけるよう取り組んでまいります。

　2015年１月の政府・与党申合せにおいては、金沢・敦賀間の完成・開業時期を2025年度から３

年前倒しし、2022年度末の完成・開業をめざすこととなりました。当社としては、2022年度末の

金沢・敦賀間開業に向けた準備を着実に進めてまいります。

　次に、敦賀以西については、2017年３月に与党整備新幹線建設推進プロジェクトチームより出

された結論に基づき、「小浜京都ルート」（敦賀駅－小浜市（東小浜）附近－京都駅－京田辺市

（松井山手）附近－新大阪駅）の詳細調査が現在進められております。当社としては、当該調査

の内容を引き続き注視してまいります。

　なお、全線開業に向けた着工区間の延伸に際しても「当社の負担は受益の範囲内であるこ

と」、「並行在来線の経営分離」という従前からの基本原則が守られる必要があると考えており

ます。
 

　（注）　変更箇所を＿線で示しております。
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２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
(1）経営成績の状況

　当社は、2005年４月25日、福知山線塚口駅～尼崎駅間において、106名のお客様の尊い命を奪い、

500名を超えるお客様を負傷させるという、極めて重大な事故を惹き起こしました。事故現場につい

ては、９月に「祈りの杜 福知山線列車事故現場」として、整備が完了しました。福知山線列車事故

のような事故を二度と発生させないとの変わらぬ決意で、引き続き被害に遭われた方々へ真摯に向

き合い対応するとともに、安全性の向上に向け、弛まぬ努力を積み重ねていきます。

　当社グループは、今年度より「JR西日本グループ中期経営計画2022」(以下、「中計2022」)と、

その中核をなす安全の具体的計画として、「JR西日本グループ鉄道安全考動計画2022」（以下、

「安全考動計画2022」)をスタートさせました。また、当社グループのありたい姿の実現を技術面か

ら模索していく「JR西日本グループ技術ビジョン」を策定しました。

　これらのもと、中長期的な企業価値向上に向けて、各種施策を推進しました。一方で、当社エリ

アにおいて、大阪北部地震（６月)、「平成30年７月豪雨」(７月)、台風21号、24号（９月）等の自

然災害が発生しました。特に「平成30年７月豪雨」に関しては、現在も一部の線区で運転を見合わ

せていますが、地域の皆様と連携しながら復旧に全力で取り組み、被災地復興に向けての取り組み

を継続していきます。

　引き続き、「中計2022」に掲げるグループ共通戦略である「地域価値の向上」、「線区価値の向

上」、「事業価値の向上」に加え、鉄道事業、創造事業それぞれの基本戦略、事業戦略を推進し、

めざす未来である「人々が出会い、笑顔が生まれる、安全で豊かな社会」づくりに貢献していきま

す。

　当第２四半期連結累計期間においては、運輸業セグメントで自然災害によるご利用減等のため減

収となりましたが、その他の各セグメントが堅調に推移し、営業収益は前年同期比1.4％増の7,369

億円、営業利益は同1.9％増の1,133億円、経常利益は同3.1％増の1,058億円となりました。しかし

ながら、法人税等を控除した親会社株主に帰属する四半期純利益は、自然災害による特別損失を計

上したことにより、同16.7％減の564億円となりました。自然災害により一時的に影響を受けたもの

の、引き続き「中計2022」で掲げた各種施策に着実に取り組んでいきます。

　今後も、人口減少に伴う市場の縮小や労働力の減少、激甚化する自然災害等、当社グループを取

り巻く経営環境は厳しい状況にありますが、当社グループの強みに磨きをかけ続けるとともに、新

たな市場や事業領域への展開に挑戦し、中長期的な企業価値向上に向けて取り組んでいきます。
 

　セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

①　運輸業

〔安全性向上等〕

　当社グループは、「安全考動計画2022」のもと、「組織全体で安全を確保する仕組み」、「安全

最優先の風土」の構築に向けた取り組みを推進しています。しかしながら、９月に作業中の協力会

社の社員が死亡する労働災害が発生しました。速やかに再発防止策を講じるとともに、これまでの

取り組みを見つめ直し、このような事故を二度と発生させないよう、グループ全体で取り組みを進

めます。

　安全性向上の取り組みとして、地震対策や豪雨対策等の自然災害対策についても推進していま

す。

　地震対策については、過去の震災の経験等を踏まえ、高架橋柱や駅舎等の耐震補強工事、山陽新

幹線における逸脱防止ガードの整備等を引き続き推進しています。

　豪雨対策については、京阪神エリアにおいて集中的に取り組んでいる斜面防災対策により、対象

線区における運転規制時間を対策実施前と比較して約45％削減するレベルに到達しています。さら

に、2022年度までの計画において、琵琶湖線、JR京都線、JR神戸線の主に特急・新快速列車が走行

する区間についても斜面防災対策を進めており、工事完了後は実施前と比較して運転規制時間を大

幅に削減できる見込みです。なお、これらの対策と合わせて、安全最優先の観点から、著しく勢力

の強い台風接近に際して、事前にお知らせをしたうえで、計画的な列車の運休を各エリアで実施し

ました。今後も必要に応じて実施し、その際にはお客様や地域のご理解を得るため、引き続き適切

な情報提供等に努めていきます。

　また、新幹線の安全性向上については、昨年12月の新幹線の重大インシデントに関して、台車の

異常を発見できなかったことと、運行中に異常を感じたにもかかわらず運転を継続させたことを重

く受け止め、社員が異常を認めた場合や安全が確認できない場合はただちに列車を止めることや、

関係者に報告し速やかな組織的対応により安全の確保を行うことを徹底するなど、異常時の適切な

対応に向けた対策を着実に実施しています。また、超音波探傷検査の実施や目視による台車の入念

点検等により車両の安全確保に万全を尽くすとともに、走行中の台車の異常を検知する装置の導入

等の対策を進めていきます。
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　さらに、車内防犯カメラの増設や警備員の車内巡回強化、防護用品の整備等を進め、新幹線車内

のセキュリティ確保に努めていきます。

　加えて、安全を支える技術の取り組みとして、運転支援機能の充実を図った車上主体式の新保安

システム（D-TAS）を山陽本線西広島駅～岩国駅間で５月に使用開始しました。
 

〔営業施策等〕

　営業施策については、CS（お客様満足）を鉄道事業の基本戦略の一つに位置付け、お客様の多様

なニーズにお応えする施策を推進しながら、ビジネス・観光需要の獲得、創出に取り組んでいま

す。

　引き続き、CSの向上に向けた各種施策に取り組むとともに、新幹線における輸送サービスの品質

向上、近畿エリアでの線区価値向上、西日本各エリアでの地域と連携した観光誘客等を進めまし

た。

　また、「平成30年７月豪雨」からの復興を目的とした「がんばろう！西日本」キャンペーンの実

施等により、割引切符の設定やPRに努め、観光需要の喚起等に取り組んでいきます。この他、10月

１日の「ICOCAポイント」のサービス開始に向け、準備を進めました。
 

（主な具体的取り組み）

ア．新幹線

・500系「ハローキティ新幹線」の運行開始（６月）

・「日本の美は、北陸にあり。」キャンペーンの実施（４～11月）

イ．近畿エリア

・茨木駅のリニューアル工事完了、グランドオープン（４月）

・嵯峨野線京都駅～丹波口駅間の新駅の駅名決定（７月）

・おおさか東線新大阪駅～放出駅間の新駅の駅名決定（７月）

ウ．西日本各エリア

・「せとうちキャンペーン」の実施（３～６月）

・「山陰デスティネーションキャンペーン」の実施（７～９月）

・観光列車「あめつち」運行開始（７月）

・「がんばろう！西日本」キャンペーンの実施（８月～）

・「ICOCA」の利用可能エリアの拡大（山陽本線、赤穂線、北陸本線）（９月）

エ．CSの向上

・チャットによるお忘れ物問い合わせ窓口の設置及びお忘れ物専用ダイヤルの開設（５月）

・公式Twitterでの運行情報提供の開始（８月）

オ．訪日のお客様への対応、需要の創出

・京都駅の「みどりの窓口」内における訪日のお客様専用窓口の機能強化（４月）

・シンガポール事務所の支店化による現地旅行業者との販売連携や宣伝活動の強化（４月）

 

　バス事業、船舶事業（宮島航路）については、安全輸送を基本とし、お客様のご利用に応じた輸

送改善等の実施により、利便性向上に努めました。

　運輸業セグメントでは、自然災害によるご利用減等のため、営業収益は前年同期比0.3％減の

4,713億円となりましたが、復旧工事に最優先で取り組んだため、計画していた工事の一部につい

て工程調整を行ったことにより、営業費用が減少し、営業利益は同5.1％増の878億円となりまし

た。
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②　流通業

　流通業については、直営業態の運営力を強化し、駅ナカの利便性向上を図るとともに、駅ソトへ

の展開も推進し、競争力のあるブランドの確立に向けて取り組んでいます。

　当第２四半期連結累計期間においては、㈱セブン-イレブン・ジャパン（以下、SEJ）との提携店

舗の新規出店拡大を推進するとともに、既存店舗の収益性向上に取り組みました。

　百貨店においては、訪日観光需要の獲得等に取り組むとともに、さらなる魅力向上のため、ジェ

イアール京都伊勢丹では開業以来最大規模となるリニューアル工事を進めました。

　さらに、流通業セグメントに区分される宿泊特化型ホテルについては、「ヴィアイン新大阪正面

口」(７月)、「ヴィアイン名古屋駅前椿町」(８月)、「ヴィアイン飯田橋後楽園」(９月）を開業

しました。

　その結果、流通業セグメントではSEJ提携店舗をはじめとする物販・飲食業の売上げが堅調に推

移し、営業収益は前年同期比1.8％増の1,196億円となりましたが、ヴィアイン開業経費等の増加に

伴い、営業利益は同11.5％減の29億円となりました。
 

③　不動産業

　不動産業については、当社グループの保有資産の活用によりお客様の利便性向上や沿線価値向上

につながる鉄道事業と親和性の高い事業と捉えて、ショッピングセンターの開発、運営や住宅分譲

をはじめとする販売事業等を進めました。

　４月には、「LUCUA osaka」地下２階に、新しい食のエリア「LUCUA FOOD HALL」を開業し、昨年

からの地下階リニューアルが完了しました。また、９月には広島駅の商業施設「ekie（エキエ）」

第３期を開業しました。

　さらに、当社鉄道の沿線外及びエリア外の有望市場についても、不動産販売、賃貸事業展開を進

めました。

　その結果、不動産業セグメントでは商業施設のリニューアル効果等により、営業収益は前年同期

比0.7％増の692億円となりましたが、昨年の不動産販売の反動等により、営業利益は同7.9％減の

182億円となりました。
 

④　その他

　ホテル業については、堅調な宿泊需要とお客様の多様なニーズに対応するため、訪日のお客様の

受入体制整備等の運営力の強化や、新規ホテルの出店拡大等を推進しました。

　６月には、当社グループホテルの新業態であるハイクラス宿泊主体型ホテル「ホテルヴィスキオ

大阪」を開業するとともに、尼崎駅直結の「ホテルホップインアミング」を「ホテルヴィスキオ尼

崎」としてリブランドオープンしました。また、８月にはキャビンスタイルホテル「ファースト

キャビンステーション和歌山駅」を開業しました。さらに、経営判断を迅速化し、客室改装等によ

りブランド価値のさらなる向上を図るため、株式会社奈良ホテルの株式を追加取得し、完全子会社

化しました。今後も「ホテルグランヴィア」をはじめとするシティホテルや、宿泊特化型ホテル

「ヴィアイン」等とあわせて、多様なブランド構成で沿線外及びエリア外も含めて展開していきま

す 。

　旅行業については、訪日のお客様への営業展開を強化するとともに、法人営業における受注拡

大、WEB専用商品をはじめとする個人向け商品の販売拡大等に取り組みました。

　その結果、その他セグメントでは工事業において受注が増加し、営業収益は前年同期比12.8％増

の768億円となりましたが、ホテル業における新規開業の経費増や「三宮ターミナルホテル」閉館

の影響等により、営業利益は同9.2％減の29億円となりました。
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　運輸業のうち、当社の鉄道事業の営業成績は以下のとおりであります。

　ア．輸送実績

区分 単位
第32期第２四半期累計期間
（自　2018年４月１日

至　2018年９月30日）

 

前年同期比

営業日数 日 　　　　　　 183 －  

キロ程

新幹線 キロ 　　　　　 812.6 812.6  

在来線 キロ
　　　　（ 28.0 ）

　　　　 4,088.0

（ 28.0 ）

4,196.1
 

計 キロ
　　　　（ 28.0 ）

　　　　 4,900.6

（ 28.0 ）

5,008.7
 

輸送人員

定期 千人 　　　　 607,641 100.2 ％

定期外 千人 　　　　 361,175 97.8  

計 千人 　　　　 968,816 99.3  

輸

送

人

キ

ロ

新幹線

定期 千人キロ 　　　　 447,062 103.6  

定期外 千人キロ 　　　10,101,387 101.3  

計 千人キロ 　　　10,548,450 101.3  

在

来

線

近

畿

圏

定期 千人キロ 　　　 9,661,659 99.8  

定期外 千人キロ 　　　 5,418,194 97.9  

計 千人キロ 　　　15,079,854 99.1  

そ

の

他

定期 千人キロ 　　　 2,089,921 98.4  

定期外 千人キロ 　　　 2,024,522 94.7  

計 千人キロ 　　　 4,114,443 96.5  

計

定期 千人キロ 　　　11,751,580 99.6  

定期外 千人キロ 　　　 7,442,717 97.0  

計 千人キロ 　　　19,194,298 98.6  

合計

定期 千人キロ 　　　12,198,643 99.7  

定期外 千人キロ 　　　17,544,105 99.4  

計 千人キロ 　　　29,742,748 99.5  

（注）1．キロ程欄の上段括弧書は、外数で第三種鉄道事業のキロ程であり、それ以外は第一種鉄道事業及び第二種

鉄道事業のキロ程であります。また、前年同期比は、前年第２四半期末の数値を記載しております。

2．輸送人キロ欄の近畿圏は、近畿統括本部の地域について記載しております。
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　イ．収入実績

区分 単位
第32期第２四半期累計期間
（自　2018年４月１日
至　2018年９月30日）

 

前年同期比

旅

客

運

輸

収

入

旅

客

収

入

新幹線

定期 百万円 　　　　　 5,631 103.6 ％

定期外 百万円 　　　　 221,582 102.0  

計 百万円 　　　　 227,213 102.0  

在

来

線

近

畿

圏

定期 百万円 　　　　　59,432 100.0  

定期外 百万円 　　　　　92,794 96.4  

計 百万円 　　　　 152,227 97.8  

そ

の

他

定期 百万円 　　　　　12,657 98.4  

定期外 百万円 　　　　　39,642 93.4  

計 百万円 　　　　　52,299 94.5  

計

定期 百万円 　　　　　72,089 99.7  

定期外 百万円 　　　　 132,437 95.5  

計 百万円 　　　　 204,527 96.9  

合計

定期 百万円 　　　　　77,720 100.0  

定期外 百万円 　　　　 354,019 99.5  

計 百万円 　　　　 431,740 99.6  

荷物収入 百万円 　　　　　　　 1 54.7  

合計 百万円 　　　　 431,741 99.6  

鉄道線路使用料収入 百万円 　　　　　 2,243 91.6  

運輸雑収 百万円 　　　　　36,298 102.9  

収入合計 百万円 　　　　 470,283 99.8  

（注）　旅客収入欄の近畿圏は、近畿統括本部の地域について記載しております。
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(2）資産、負債及び純資産の状況

　当第２四半期連結会計期間末の総資産額は３兆1,241億円となり、前連結会計年度末と比較し522

億円増加しました。これは主に、現金及び預金の増加によるものです。

　負債総額は１兆9,747億円となり、前連結会計年度末と比較し192億円増加しました。これは主

に、社債の増加によるものです。

　純資産総額は１兆1,493億円となり、前連結会計年度末と比較し330億円増加しました。これは主

に、利益剰余金の増加によるものです。

　なお、「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」(企業会計基準第28号　平成30年２月16日)

等を第１四半期連結会計期間の期首から適用しており、資産、負債及び純資産の状況については当

該会計基準等を遡って適用した前連結会計年度末の数値で比較を行っております。
 

(3）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ337億円増

加し、1,352億円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結累計期間において、税金等調整前四半期純利益が減少したことなどから、営業

活動において得た資金は前年同期に比べ60億円少ない935億円となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結累計期間において、固定資産の取得による支出が増加したことなどから、投資

活動において支出した資金は前年同期に比べ183億円多い810億円となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結累計期間において、短期社債の償還が減少したことなどから、財務活動におい

て得た資金は前年同期に比べ449億円多い212億円となりました。
 

(4）経営方針、事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結累計期間において、当連結会社の経営方針、事業上及び財務上の対処すべき課

題について重要な変更はありません。
 

(5）研究開発活動

　当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は21億円であります。

　なお、当第２四半期連結累計期間における研究開発活動の状況に、重要な変更はありません。
 

(6）主要な設備

　新設、休止、大規模改修、除却、売却等について、当第２四半期連結累計期間に著しい変動が

あったものは、次のとおりであります。

　当第２四半期連結累計期間において完成した重要な設備の新設

工事件名 セグメントの名称 総工事費 完成年月

車両新造工事 運輸業

百万円  

11,694 2018年６月

12,566 2018年９月

 

３ 【経営上の重要な契約等】
　当第２四半期連結会計期間において、新たな経営上の重要な契約の締結、重要な変更及び解約等は

ありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】
(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数

普通株式 800,000,000 株

計 800,000,000  

 

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間

末現在発行数
（2018年９月30日）

提出日現在発行数
（2018年11月９日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式
株

192,481,400

株

192,481,400

東京証券取引所市場第一部

名古屋証券取引所市場第一部

福岡証券取引所

単元株式数は100株であ

ります。

計 192,481,400 192,481,400 － －

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
 

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。
 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

発行済株式
総数残高

資本金増減額 資本金残高
資本準備金
増減額

資本準備金
残高

2018年８月15日

（注）

株

△1,253,600
株

192,481,400
百万円

－
百万円

100,000
百万円

△0
百万円

55,000

　 （注）　自己株式の消却による減少であります。
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(5) 【大株主の状況】

  2018年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合

（％）

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口） 東京都港区浜松町二丁目11番３号 10,622,100 5.52

日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社（信託口） 東京都中央区晴海一丁目８番11号 9,116,400 4.74

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内一丁目１番２号 6,400,000 3.33

株式会社三菱UFJ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 6,300,000 3.27

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 4,000,000 2.08

日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社（信託口９） 東京都中央区晴海一丁目８番11号 3,559,300 1.85

日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社（信託口５） 東京都中央区晴海一丁目８番11号 3,505,800 1.82

JR西日本社員持株会 大阪市北区芝田二丁目４番24号 3,400,700 1.77

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町一丁目５番５号 3,250,000 1.69

三井住友信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号 3,200,100 1.66

計 － 53,354,400 27.72

 
（注）1.　マラソン・アセット・マネジメント・エルエルピーから2017年10月18日付で関東財務局長に提出された大量

保有報告書（変更報告書）において、同社が2017年10月13日現在で7,821,600株（同日現在の発行済株式総数に

対する所有株式数の割合4.04％）を保有している旨が記載されておりますが、当社として当第２四半期会計期

間末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記「大株主の状況」には含めておりません。
 
2.　ブラックロック・ジャパン株式会社から2017年12月６日付で関東財務局長に提出された大量保有報告書（変

更報告書）において、同社及びその共同保有者10名が、2017年11月30日現在で13,582,781株（同日現在の発行

済株式総数に対する所有株式数の割合7.01％）を保有している旨が記載されておりますが、当社として当第２

四半期会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記「大株主の状況」には含めてお

りません。
 
3.　三井住友信託銀行株式会社から2018年５月８日付で関東財務局長に提出された大量保有報告書（変更報告

書）において、同社及びその共同保有者２名が、2018年4月30日現在で12,215,719株（同日現在の発行済株式数

に対する所有株式数の割合6.31％）を保有している旨が記載されておりますが、当社として当第２四半期会計

期間末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記「大株主の状況」には含めておりません。

 

EDINET提出書類

西日本旅客鉄道株式会社(E04148)

四半期報告書

12/26



(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2018年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)

普通株式　　　　　　　　600
－ －

(相互保有株式)

普通株式　　　　　　410,000
－ －

完全議決権株式(その他) 普通株式　　　　192,042,400 1,920,424 －

単元未満株式 普通株式　　　　　　 28,400 － －

発行済株式総数 　　　　　　　　192,481,400 － －

総株主の議決権 － 1,920,424 －

（注）　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式9,400株(議決権94個)が含まれ

ております。
 
 

② 【自己株式等】

2018年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
（自己株式を
除く。）の
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）

西日本旅客鉄道株式会社
大阪市北区芝田二丁目４番24号 600 － 600 0.00

（相互保有株式）

アジア航測株式会社

新宿区西新宿六丁目14番１号

新宿グリーンタワービル
10,000 － 10,000 0.01

広成建設株式会社 広島市東区上大須賀町１番１号 400,000 － 400,000 0.21

計 － 410,600 － 410,600 0.21

 

 

２ 【役員の状況】
　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当第２四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」

（平成19年内閣府令第64号）に基づいて作成しております。
 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2018年７

月１日から2018年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2018年４月１日から2018年９月30

日まで）に係る四半期連結財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人の四半期レビューを受け

ております。

　なお、新日本有限責任監査法人は、2018年７月１日付をもって名称をEY新日本有限責任監査法人

に変更しております。
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１ 【四半期連結財務諸表】
(1) 【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2018年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 82,995 111,862

受取手形及び売掛金 28,180 30,891

未収運賃 40,186 39,700

未収金 72,713 46,819

有価証券 18,700 23,600

たな卸資産 ※１ 101,258 ※１ 130,048

その他 56,323 63,706

貸倒引当金 △815 △711

流動資産合計 399,542 445,918

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,144,690 1,138,915

機械装置及び運搬具（純額） 351,382 355,749

土地 758,987 761,622

建設仮勘定 73,063 74,964

その他（純額） 36,413 40,771

有形固定資産合計 2,364,537 2,372,023

無形固定資産 35,867 34,027

投資その他の資産   

投資有価証券 86,817 94,484

退職給付に係る資産 1,868 2,027

繰延税金資産 142,059 133,608

その他 43,961 44,978

貸倒引当金 △2,823 △2,958

投資その他の資産合計 271,882 272,140

固定資産合計 2,672,286 2,678,191

資産合計 3,071,829 3,124,109
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2018年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 65,057 46,695

短期借入金 17,252 22,565

1年内償還予定の社債 25,000 50,000

1年内返済予定の長期借入金 34,126 46,826

鉄道施設購入未払金 1,580 1,616

未払金 95,188 67,581

未払消費税等 11,835 11,312

未払法人税等 31,130 20,017

前受運賃 38,860 43,251

前受金 29,551 49,471

賞与引当金 39,187 36,395

災害損失引当金 － 21,500

ポイント引当金 2,204 2,576

その他 139,314 143,912

流動負債合計 530,289 563,721

固定負債   

社債 499,983 514,984

長期借入金 367,161 356,948

鉄道施設購入長期未払金 104,375 103,554

繰延税金負債 2,446 1,926

新幹線鉄道大規模改修引当金 8,333 10,416

環境安全対策引当金 15,838 15,250

線区整理損失引当金 10,170 10,079

未引換商品券等引当金 2,414 2,256

退職給付に係る負債 301,783 278,742

その他 112,730 116,879

固定負債合計 1,425,236 1,411,038

負債合計 1,955,525 1,974,759

純資産の部   

株主資本   

資本金 100,000 100,000

資本剰余金 56,171 56,171

利益剰余金 849,925 881,117

自己株式 △481 △483

株主資本合計 1,005,615 1,036,805

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 4,018 5,141

繰延ヘッジ損益 83 △69

退職給付に係る調整累計額 11,242 10,643

その他の包括利益累計額合計 15,344 15,715

非支配株主持分 95,343 96,830

純資産合計 1,116,304 1,149,350

負債純資産合計 3,071,829 3,124,109
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
 前第２四半期連結累計期間

(自　2017年４月１日
　至　2017年９月30日)

 当第２四半期連結累計期間
(自　2018年４月１日
　至　2018年９月30日)

営業収益 727,109 736,989

営業費   

運輸業等営業費及び売上原価 520,270 525,347

販売費及び一般管理費 ※２ 95,602 ※２ 98,335

営業費合計 ※１ 615,873 ※１ 623,682

営業利益 111,235 113,306

営業外収益   

受取利息 18 8

受取配当金 312 785

受託工事事務費戻入 97 113

持分法による投資利益 1,247 1,376

その他 935 1,082

営業外収益合計 2,611 3,366

営業外費用   

支払利息 10,511 9,960

その他 636 876

営業外費用合計 11,147 10,836

経常利益 102,699 105,835

特別利益   

工事負担金等受入額 3,352 8,581

その他 1,797 655

特別利益合計 5,149 9,236

特別損失   

工事負担金等圧縮額 3,129 8,024

災害損失引当金繰入額 － 21,500

その他 3,349 2,466

特別損失合計 6,479 31,990

税金等調整前四半期純利益 101,369 83,081

法人税、住民税及び事業税 21,913 17,183

法人税等調整額 9,716 7,804

法人税等合計 31,630 24,987

四半期純利益 69,739 58,093

非支配株主に帰属する四半期純利益 1,894 1,609

親会社株主に帰属する四半期純利益 67,844 56,483
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
 前第２四半期連結累計期間

(自　2017年４月１日
　至　2017年９月30日)

 当第２四半期連結累計期間
(自　2018年４月１日
　至　2018年９月30日)

四半期純利益 69,739 58,093

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 980 1,085

繰延ヘッジ損益 △65 △188

退職給付に係る調整額 △516 △579

持分法適用会社に対する持分相当額 40 44

その他の包括利益合計 439 361

四半期包括利益 70,178 58,455

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 68,159 56,853

非支配株主に係る四半期包括利益 2,019 1,601
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
 前第２四半期連結累計期間

(自　2017年４月１日
　至　2017年９月30日)

 当第２四半期連結累計期間
(自　2018年４月１日
　至　2018年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 101,369 83,081

減価償却費 79,845 78,123

工事負担金等圧縮額 3,129 8,024

固定資産除却損 1,534 1,411

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △31,272 △23,909

貸倒引当金の増減額（△は減少） 17 29

賞与引当金の増減額（△は減少） △1,309 △2,804

新幹線鉄道大規模改修引当金の

増減額（△は減少）
2,083 2,083

その他の引当金の増減額（△は減少） 121 21,012

受取利息及び受取配当金 △330 △793

支払利息 10,511 9,960

持分法による投資損益（△は益） △1,247 △1,376

工事負担金等受入額 △3,352 △8,581

売上債権の増減額（△は増加） 25,701 26,077

たな卸資産の増減額（△は増加） △26,592 △28,517

仕入債務の増減額（△は減少） △19,361 △16,263

未払消費税等の増減額（△は減少） 1,175 △530

その他 △12,993 △19,311

小計 129,030 127,716

利息及び配当金の受取額 329 792

利息の支払額 △10,458 △9,739

法人税等の支払額 △19,251 △25,206

営業活動によるキャッシュ・フロー 99,649 93,563

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △81 △81

定期預金の払戻による収入 81 81

固定資産の取得による支出 △80,262 △94,282

固定資産の売却による収入 419 107

工事負担金等受入による収入 19,374 18,770

投資有価証券の取得による支出 △3,304 △4,854

貸付金の純増減額（△は増加） 1,021 501

その他 40 △1,294

投資活動によるキャッシュ・フロー △62,710 △81,052

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 2,198 5,287

長期借入れによる収入 10,000 5,000

長期借入金の返済による支出 △6,062 △2,513

社債の発行による収入 20,000 40,000

鉄道施設購入長期未払金の支払による支出 △749 △784

自己株式の取得による支出 － △9,999

配当金の支払額 △13,547 △15,490

非支配株主への配当金の支払額 △122 △114

その他 △35,439 △128

財務活動によるキャッシュ・フロー △23,723 21,257

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 13,215 33,768

現金及び現金同等物の期首残高 63,332 101,448

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 789 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 77,337 ※ 135,216

 

EDINET提出書類

西日本旅客鉄道株式会社(E04148)

四半期報告書

19/26



【注記事項】

（追加情報）

当第２四半期連結累計期間
（自　2018年４月１日
至　2018年９月30日）

(「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用)

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」(企業会計基準第28号　平成30年２月16日)等を第１四半期連結会

計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区

分に表示しております。

 

(「平成30年７月豪雨」による被害の発生）

　「平成30年７月豪雨」による被害に対する復旧費用等を「その他」として四半期連結損益計算書の特別損失に計

上しております。

　また、今後の復旧に要する費用の支出に備えるため、その見積り額を「災害損失引当金」として四半期連結貸借

対照表の流動負債に、「災害損失引当金繰入額」として四半期連結損益計算書の特別損失に計上しております。

 

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※１　たな卸資産の内訳

たな卸資産の内訳は、次のとおりであります。
（単位：百万円）

 
前連結会計年度

（2018年３月31日）
当第２四半期連結会計期間

（2018年９月30日）

商品及び製品 　　　　15,327 　　　　14,504

仕掛品 　　　　64,348 　　　　91,314

原材料及び貯蔵品 　　　　21,582 　　　　24,229

計 　　　 101,258 　　　 130,048

 

２　保証債務

連結会社以外の会社等に対する保証債務は、次のとおりであります。

（単位：百万円）
 

被保証者
前連結会計年度

（2018年３月31日）

当第２四半期
連結会計期間

（2018年９月30日）
被保証債務の内容

大阪外環状鉄道㈱ 　　　　 14,501 　　　　 14,239 借入債務

三井物産㈱ 　　　　　3,125 　　　　　2,823 ブラジル都市旅客鉄道

事業に対する保証

非連結子会社 　　　　　　684 　　　　　　667 JR券委託販売等保証

提携住宅ローン利用顧客 　　　　　2,537 　　　　　　231 提携住宅ローン保証

その他 　　　　　　　8 　　　　　　　6  

計 　　　　 20,856 　　　　 17,967  

 

３　偶発債務

偶発債務については、次のとおりであります。
（単位：百万円）

 

 
前連結会計年度

（2018年３月31日）

当第２四半期
連結会計期間

（2018年９月30日）

社債の債務履行引受契約に係る偶発

債務
　　　　20,000 　　　　20,000

 

４　今後、福知山線列車事故に伴う補償などの支出が見込まれますが、これらについては、現時

点では金額等を合理的に見積もることは困難であります。
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（四半期連結損益計算書関係）

※１　主な引当金の繰入額及び退職給付費用は、次のとおりであります。
（単位：百万円）

 

 
前第２四半期連結累計期間
（自　2017年４月１日
至　2017年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2018年４月１日
至　2018年９月30日）

賞与引当金繰入額 　　　　　　　35,282 　　　　　　　35,544

退職給付費用 　　　　　　　 6,669 　　　　　　　 6,343

 

※２　販売費及び一般管理費の内訳は、次のとおりであります。
（単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
（自　2017年４月１日
至　2017年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2018年４月１日
至　2018年９月30日）

人件費 　　　　　　　47,182 　　　　　　　48,408

経費 　　　　　　　39,369 　　　　　　　40,653

諸税 　　　　　　　 3,019 　　　　　　　 3,143

減価償却費 　　　　　　　 5,431 　　　　　　　 5,531

のれん償却額 　　　　　　　　 600 　　　　　　　　 598

計 　　　　　　　95,602 　　　　　　　98,335

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関

係は、次のとおりであります。
（単位：百万円）

 

 
前第２四半期連結累計期間
（自　2017年４月１日
至　2017年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2018年４月１日
至　2018年９月30日）

現金及び預金勘定 　　　　　　　　62,784 　　　　　　　 111,862

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金

　　　　　　　　 △246 　　　　　　　　 △245

預入期間が３ヶ月以内の
譲渡性預金（有価証券勘定）

　　　　　　　　14,800 　　　　　　　　23,600

現金及び現金同等物 　　　　　　　　77,337 　　　　　　　 135,216
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（株主資本等関係）

前第２四半期連結累計期間(自　2017年４月１日　至　2017年９月30日)

配当に関する事項

(1）配当金支払額
 

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

2017年６月22日

定時株主総会
普通株式

百万円

13,561
円

70 2017年３月31日 2017年６月23日 利益剰余金

 

(2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期

連結会計期間末後となるもの
 

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

2017年10月30日

取締役会
普通株式

百万円

15,498
円

80 2017年９月30日 2017年12月１日 利益剰余金

 

 

当第２四半期連結累計期間（自　2018年４月１日　至　2018年９月30日）

１　配当に関する事項

(1）配当金支払額
 

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年６月21日

定時株主総会
普通株式

百万円

15,498
円

80 2018年３月31日 2018年６月22日 利益剰余金

 

(2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期

連結会計期間末後となるもの
 

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年10月29日

取締役会
普通株式

百万円

16,842
円

87.5 2018年９月30日 2018年12月３日 利益剰余金

 

 

２　株主資本の金額の著しい変動

　当社は、2018年４月27日開催の取締役会決議に基づき、2018年６月６日から2018年７月17日に

かけて、東京証券取引所における市場買付により当社普通株式1,253,600株を総額9,999百万円に

て取得し、自己株式としました。

　また、2018年７月31日開催の取締役会決議に基づき、2018年８月15日に自己株式1,253,600株の

消却を実施し、当該自己株式の帳簿価額9,997百万円を資本剰余金から０百万円及び利益剰余金か

ら9,997百万円減額しました。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第２四半期連結累計期間（自　2017年４月１日　至　2017年９月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 運輸業 流通業 不動産業
その他
（注1）

合計
調整額
（注2）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注3）

売上高        

外部顧客への売上高 472,726 117,528 68,700 68,153 727,109 － 727,109

セグメント間の
内部売上高又は振替高

7,951 4,305 8,948 99,094 120,300 △120,300 －

計 480,678 121,833 77,649 167,247 847,409 △120,300 727,109

セグメント利益 83,554 3,342 19,850 3,208 109,956 1,279 111,235

（注）1．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ホテル業、旅行業及び建設事業等

を含んでおります。

2．セグメント利益の調整額1,279百万円は、セグメント間取引消去です。

3．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

当第２四半期連結累計期間（自　2018年４月１日　至　2018年９月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 運輸業 流通業 不動産業
その他
（注1）

合計
調整額
（注2）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注3）

売上高        

外部顧客への売上高 471,315 119,614 69,212 76,846 736,989 － 736,989

セグメント間の
内部売上高又は振替高

7,845 4,042 9,099 103,083 124,071 △124,071 －

計 479,161 123,657 78,311 179,929 861,060 △124,071 736,989

セグメント利益 87,808 2,956 18,284 2,913 111,964 1,341 113,306

（注）1．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ホテル業、旅行業及び建設事業等

を含んでおります。

2．セグメント利益の調整額1,341百万円は、セグメント間取引消去です。

3．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。
 

項目
前第２四半期連結累計期間
（自　2017年４月１日

至　2017年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2018年４月１日
至　2018年９月30日）

１株当たり四半期純利益  350円43銭 292円70銭

（算定上の基礎）    

　親会社株主に帰属する四半期純利益 (百万円) 67,844 56,483

　普通株式に係る親会社株主に帰属する
　四半期純利益

(百万円) 67,844 56,483

　普通株式の期中平均株式数 (千株) 193,605 192,976

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
 

２ 【その他】
　第32期(2018年４月１日から2019年３月31日まで)中間配当については、2018年10月29日開催の取締

役会において、2018年９月30日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行

うことを決議いたしました。
①配当金の総額 16,842,065,800円

②１株当たりの金額 87.5円

③支払請求権の効力発生日及び支払開始日 2018年12月３日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2018年11月８日

西日本旅客鉄道株式会社

取　 締　 役　 会　　御　中

 

EY新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 西　原　健　二　　㊞

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 松　村　　　豊　　㊞

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 仲　　　昌　彦　　㊞

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている西日本旅客鉄道

株式会社の2018年４月１日から2019年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2018年７月１日から2018

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2018年４月１日から2018年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー

計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、西日本旅客鉄道株式会社及び連結子会社の2018年９月30日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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